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資料１ 家計消費が減少する一方で、企業利益・株主配当は大幅増 

図① 

図② 

出典 しんぶん赤旗日曜版 

   （2019.1.20付） 

●2012年（安倍政権発足前）から 

  ２１万円減少 

 

●2013年（消費税８％前）から 

  ２５万円減少 

2019年2月議会 代表質問資料 

共産・河田正一（2/28） 

資料２ 入学前準備金は「必要とする時期に速やかな支給」 

資料３ 教職員定数を算定する基本的な考え方 

教育長あて局長通知「平成２９年度要保護児童生徒援助費補助金について

（通知）」（２８文科初第１７０７号／平成２９年３月３１日）から抜粋 

 

（前略） 

 また、援助を必要とする時期に速やかな支給が行えるよう、中学校等だけ

でなく、小学校等についても、入学する年度の開始前に支給した「新入学児

童生徒学用品費等」を国庫補助対象にできるよう「要保護児童生徒援助費補

助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付要綱」（昭和６２年５月１日文

部大臣裁定）の一部を別添２のとおり改正しました。 

（後略） 

日本共産党提言「教職員をふやし、異常な長時間労働の是正

を 学校をよりよい教育の場に」（2018年11月9日発表）より 
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出典 しんぶん赤旗（2018.12.12付） 

資料４ 上がり続ける国保料と、下がり続ける加入世帯の所得 

資料５ 均等割・世帯割を廃止したら…（モデル試算・京都市） 

出典 しんぶん赤旗（2018.11.25付） 
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